
「移動系通信事業者が提供するインターネット接続サービスの実効速度計測手法
及び利用者への情報提供手法等に関するガイドライン」の改正について

令和８年10月26日
総務省

資料4－1



⚫平成25年当時、広告や販売勧誘の際に示される最大通信速度（ベストエフォート）の表示は、必ずしも利用者が実際に
期待しうる通信速度を踏まえている状況ではなく、また、事業者やメディア等により独自の調査結果が公表されていたが、 基
準にばらつきがあり、事業者間の通信速度の比較が困難な状況となっていた。

⚫平成27年７月、利用者が適切な情報に基づいて契約可能な環境を整備するため、 「インターネットのサービス品質計測
等の在り方に関する研究会」が設置され、 「移動系通信事業者が提供するインターネット接続サービスの実効速度計測
手法及び利用者への情報提供手法等に関するガイドライン」（以降「モバイル実効速度ガイドライン」）が策定された。

⚫平成28年３月、電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン（以降「消費者保護ガイドライン」）が策定さ
れ、モバイル実効速度ガイドラインに基づき集計された計測値を契約前に紹介することが望ましい旨が記載された。

○電気通信事業法施行規則
（提供条件の説明）
第二十二条の二の三
一～二 略
三 提供される電気通信役務の内容（次に掲げる事項を含む。）
イ～ロ 略
ハ 品質
ニ～ト

○消費者保護ガイドライン（平成28年３月策定、令和８年５月最終改正）
第２章 契約前の説明義務
第２節 基本説明事項
（５）電気通信役務の内容（第３号）
③ 品質（第３号ハ）
（略）消費者がベストエフォート型サービスの内容を十分に理解することができるよう配慮する必要がある。さらに、「移動系
通信事業者が提供するインターネット接続サービスの実効速度計測手法及び利用者への情報提供手法等に関するガイ
ドライン」（平成27年（2015年）７月総務省公表）又は「固定ブロードバンドサービスの品質測定手法等に関するガイ
ドライン」（令和６年（2024年）９月総務省公表）に基づき実効速度の計測を実施し、集計された計測値についても
紹介することが望ましい。

モバイル通信品質の計測・説明に関する経緯 1



⚫モバイル実効速度ガイドラインの策定以来、NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクの３社が実効速度の計測を毎
年度実施し、計測結果について、各社HPや総合カタログで表示している（ご参考：次頁以降のスライド）。

⚫実効速度の計測に関する中立性を担保するため、電気通信サービス向上推進協議会※の実効速度適正
化委員会において、毎年度の計測結果等が報告されているほか、具体的な計測手順や各社HPでの表示
方法等について助言がなされている。

⚫今般、実効速度適正化委員会において、事業者の負担軽減を含めた速度計測の継続的な実施を確保
する観点から議論された結果、計測結果の信頼性を低下させない範囲で、計測地点数を一定程度削減
することが可能であることが技術的に確認された。

⚫当該検証結果を踏まえた、モバイル実効速度ガイドラインの改正について、消費者保護の観点等からご意見
賜りたい。

実効速度計測の現状及びガイドライン改正 2

委員氏名 所属（令和８年10月時点）

廣松 毅      

（委員長）
東京大学 名誉教授

平野 晋      

（委員長代理）
中央大学 国際情報教授

北 俊一

(株)野村総合研究所 コンサル

ティング事業本部 シニアパート

ナー

福田 健介
国立情報学研究所アーキテク

チャ科学研究系 准教授

⻄村 真由美
公益社団法人全国消費生活相

談員協会 IT 研究会代表

花岡 隆春 広告表示適正化ＷＧ 主査

見戸 直樹
実効速度適正化委員会 速度

計測Ｇ 主査

※電気通信４団体（(一社)電気通信事業者協会、 (一社)テレコムサービス協会、 (一社)日本インターネットプロバイダー協会、 (一社)日本ケーブルテレビ連盟）により
構成される任意団体。利用者サービス向上策の検討や、広告表示に関する自主基準の策定・運用等を実施。

【実効速度適正化委員会構成員】



【ご参考】計測結果の各社HPでの表示 3

⚫モバイル実効速度ガイドラインに基づき、各社が実効速度を計測し、HPに掲載。

※各社HPより引用
（NTTドコモ：https://www.docomo.ne.jp/area/effective_speed/ KDDI：https://www.au.com/mobile/area/effective-speed/）

○NTTドコモ（Android） ○KDDI（Android）

https://www.docomo.ne.jp/area/effective_speed/
https://www.au.com/mobile/area/effective-speed/
https://www.au.com/mobile/area/effective-speed/
https://www.au.com/mobile/area/effective-speed/


【ご参考】計測結果の各社HPでの表示 4

○ソフトバンク（Android）

⚫モバイル実効速度ガイドラインに基づき、各社が実効速度を計測し、HPに掲載。

※各社HPより引用
（ソフトバンク：https://www.softbank.jp/mobile/network/service/speed-survey/）

ガイドライン上での記載

https://www.softbank.jp/mobile/network/service/speed-survey/
https://www.softbank.jp/mobile/network/service/speed-survey/
https://www.softbank.jp/mobile/network/service/speed-survey/


【ご参考】総合カタログにおける実効速度の表示（NTTドコモ） 5



【ご参考】総合カタログにおける実効速度の表示（KDDI） 6



【ご参考】総合カタログにおける実効速度の表示（ソフトバンク） 7



モバイル実効速度の計測地点

計測手法（条件・項目等）

計測方式 調査員による実地調査

計測場所 約1,500地点（全国10都市合計約300メッシュ（1メッシュ：
500m四方）とし、1メッシュあたり指定された5地点）

計測時間帯 「オフィス街・繁華街メッシュ」は正午から午後６時まで、「住宅
街メッシュ」は午後３時から午後９時までの時間内とする。

計測回数 同一地点３回 （同一地点の値としては３回の平均）

計測項目 上り／下りの実効速度 （参照情報として位置・時間情報、通信
規格（LTE等）、端末情報、信号強度、遅延、パケットロス）

計測頻度 少なくとも１年に１回以上。計測時期は各事業者が任意に設
定。

計測端末 対応周波数、通信規格、OSが同一の機種ごと

計測ツール 米国ＦＣＣが公開する計測ソフト（スマートフォン等の携帯端末
用）をベースに総務省が実証時に作成した計測ソフトを活用す
る。
※計測サーバは主要な国内IXと直結し、IXとサーバの間が十
分な帯域（１Gbps以上）で接続される場所（1カ所）で、計
測サーバが混雑している場合は計測させない機能を設ける。

情報提供手法 計測された全国の全データの「箱ひげ図」の表示
全ての計測地点における個別の結果

東京を含む10都市を全国から選定

10都市の中から合計約300メッシュを
ランダムに選定

１メッシュについてランダムに５地点選定

500m

500m

合計約1,500地点で計測
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⚫モバイル実効速度ガイドラインが規定する計測手法において、計測地点数は全国の合計で約1,500地点
とされている。



モバイル実効速度ガイドライン改正の方向性

１．実効速度適正化委員会（電気通信サービス向上推進協議会）において、本ガイドライン
策定時に求めていた計測地点数（約1,500地点）よりも少ない地点数による計測であって
も、従来と同等の結果が得られることが技術的に検証された※ことを受け、計測結果に影響が
ないと判明した程度まで、計測に必要とする地点数を削減する。

※当該検証結果を踏まえると、消費者へ与える影響としては特段の変化はなく、消費者保護の観点から問
題ないものと考えられる。

２ 計測手法
（２）計測条件及び計測項目
①計測場所
（ⅳ） 上記により計測地点数については、10都市合計で約300140メッシュとし、
メッシュ当たり５地点計測されることとなるため、合計約1,500700地点程度を計測
の対象とする。また、計測場所を選定する際には、上記を踏まえ、総務省が実証時
に作成した計測地点選定ソフトを活用する。同ソフトの機能詳細等は、「インター
ネットのサービス品質計測等の在り方に関する研究会報告書参考資料３」を参照す
ること。

２．その他、以下について更新・修正する。
• 取組の進捗・結果等を踏まえた記載内容の現行化
（例：「検討を進める」としている記載を、取組結果を反映した記載に改める等）

• 実質的な内容の変更を伴わない形式的又は技術的な修正

＜ガイドラインにおける主な修正箇所＞
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⚫実効速度適正化委員会において、次の検討が行われた。

➢ 過去10年の計測データを用いて、地点数の削減によって計測結果がどの程度乖離するか、KS検定*
にて検証した。

➢ 類似度を示す指標（KS Statistic）が0.05未満であれば、差分が⼩さく類似度が⾼いとされる。

計測地点削減の検討 10

類似度：高 類似度：低

＊コルモゴロフ–スミルノフ検定：標本同士の類似度を評価する手法。産業において、製造工程
における製品寸法のばらつき評価や品質適合検証などで一般的に用いられている。



⚫過去の各年度（2015年度～2025年度）のデータにおいて、計測地点数を700地点としても、
1,500地点での計測結果と同等の結果が得られる。

計測地点削減の検討 11

将来の計測において、計測地点数を700地点に削減しても、
1,500地点で計測した場合と同等の結果が得られると考えられる
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